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1 .はじめに
ソ連邦の経済文献，特に社会主義企業経済(あるいは管理論)に関する文献に目を通すなら
ば，それらの多くの文献において，「直接 l乙熱狂にのってではなく，大革命によって生み出た
れた熱狂の助けをかりで，個人的利益に，個人的関心に，ホズラスチヨットに立脚して，小農
民的国で国家資本主義を経ながら社会主義に通じる堅固な橋をまずはじめに建設するように努
力したまえo さもなければ，諸君は共産主義に近づけないであろ北というレーニン (8.11
J1eHl1H)の命題が何らかの形で引用され，それを論拠として「個人的な物質的関心の原則」な
(1) R I-1. J1eHHH，口口C ， T. 44, CTp. 151. ílO月革命 4 周年によせて」
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るものが定式イ色れている乙とがわかる。乙の個人的な物質的関心とは，一般に働き手が自己
の労働結果及び物質的・精神的財貨消費部分の増大に関心をもっ乙と，ヨリ具体的に云えば，
賃金の増額にともなって労働へ積極的に取り組む乙と，として理解されている。
レーニンのこの命題が再々引用されていることにはそれなりの根拠がある。それはまず， 1953 
年 9 月のソ連邦共産党中央委員会総会において物質的関心が「原則」として公式に登場したた
めであり， 1961年10月にモスクワで開催されたソ連邦共産党22回大会において採択された「ソ
連共産党綱領」の 2 部に，「党は，共産主義の建設は物質的関心原則に依拠しなければならな
いというレーニンの命題にもとづい子トる」と銘記されているためである。ただし，乙のこと
は，その時期がいつであれ，ソ連邦が物質的関心を「自覚的にとりだして乙ざるを得ない段階
に達した乙♂を意味するにすぎないのであれ本橋では，「綱領」に規定されているか否か
に関わりなし物質的関心はある意味で社会主義経済に固有であり，必然的である，との立場
に立っている。社会主義経済も，個人的物質的関心の利用なしには円滑な運営が不可能なので
ある。だが，そのことは，それを無制限に利用してよいという乙とを意味するものではない。
乙の点経済改革は衝撃的であった。 1965年からソ連邦で実施された経済改革にともなって，
乙の改革が正式には「計画化と経済的刺戟化の新制度」といわれている乙とからもわかるよう
に，これを契機として物質的「刺戟」制度が改革され，商品・貨幣関係の利用とあいともなっ
て労働者を物質的に「刺戟」する乙とが社会主義経済運営のよりど乙ろ，原則としてヨリ一層
重要視されてきた。そのことは，社会主義企業において経済改革を契機として利潤をベースと
する物質的奨励フォンドが形成され，それを源泉とするプレミアムが脚光をあびることになっ
たことに象徴的にみてとれる。そしてその後の(賃率制度改善，平均賃金・最低賃金の向上措
置，などの)経過は物質的刺激がより強化されていく様相を呈している。
そして，乙のことは，企業内の活動において働き手を一定の労働活動へ向かわしめる場合に，
何らかの物質的奨励手段を利用して彼らを然るべき方向へと鼓舞し，それが社会主義企業管理の
経済的手段のーっとして多様に利用されかつ重視されている現状をみるとき，一層その観をつよめ
るかもしれない。このような事態は社会主義とは何かを考える人々にとっては興味深いことであ
るが，もしそれを額面通りうけとり，外観だけをみて判断するならばある種の失望観だけをあ
(2) 例えば，エギアザリヤン (r. Ema3apHH) はつぎのように述べている。「物質的関心原則はレーニンによって
根拠づけられた。レーニンは，個人的な物質的関心に，労働上の熱狂とともに，人民大衆を新しい社会の建設
へと引き入れることを保障する，社会主義に内的に個有な，経済的形態，を発見したのだ叫 (r. En!a3apHH, 
~aTepHa~bHoe CTHMy~HpoBaHHe pOCTa ョ紳eKTHBHOCTH npOMbIW~eHHOrO npOH3BO且CTBa， ~bIC~b， 1976, CTp, 8. ) 
(3) CM., XXI V Cbe3,l{ Kncc H aKTya~bHble npo6~eMbl nO~HTH'leCKOH ヨKOHOMHKH ， ~rY， 1973, CTp.124. 
(4) 木原正雄他著『現代の社会主義~，青木書店， 1961年， 78ページ参照。
(5) CM., nporpaMMa KOMMyHHCTH可eCKOH napTHH COBeTCKoro COぬ3a， 113，l{aTe~bCTBo nO~H可H'leCKOH ~HTepaTypbl， 1975, 
CTp.91. 
(6) Ií講座マルクス主義， 10 社会主議~，日本評論社，昭和44年， 301ページ
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じわうことにもなろう。
乙の意味で，社会主義企業における物質的関心の本質およびその意味を把握することが必要とな
りまた要請される。社会主義企業では，個人の物質的関心は(後の行論にてあきらかなように)
賃金によって具体的に働く人々を動かすものに転化するために，それが労働者を生産活動へ鼓
舞する手段として利用され，管理の一手段として重要視されていることは事実である。そ乙で，
つぎのような疑問が当然でてこよう。社会主義で賃金が管理手段として利用される意義はなに
か，いかなる根拠のもとで利用されるのか，その必然性はどこにあるのか?本稿では，ソ連邦の文献
のなかで年却質的関心がどのように解釈されているかを，筆者の問題意識のなかで整理し直し，それ
によって個人的な物質的関心の社会主義経済で、の位置，その意味をあきらかにすることに主眠点が
おかれている。(刺戟へと転化する)物質的関心を経済法則，特に労働に応じた分配との関連でと
らえ，社会主義の生産関係のなかで考察し，その後 (1刺戟」である)社会主義賃金の，間里の l つの
手段としての，理論的意義，実践的意義，の解明にアプローチすることが本稿の目的である。
ソ連邦での「物質的関心」の理論的研究の歴史に明確な一線をひくことは不可能であり無意
味でもあろうが，経済改革の前後を一応の境として 2 つの時期に分けて考えることは全く無意味
なことでもない。その理由は以下の行論で論述するが，問題へのアプローチが異なってきたか
らである。ソ連邦で「物質的関心」がし 1わゆる原則として定式化されたのはそれほど古いこと
ではなしその起源は(すでに述べたととく) 1953年 9 月のソ連邦共産党中央委員会のフルシ
チョフ報告にもとめられる。このときから， 1965年の経済改革の実施に向けての論争の過程で
利害が経済学範轄としてクローズ・アップされ，それが経済学者の研究対象となるまでが第 1
の時期である。この「利害」なる範轄が心理学者，社会学者，生理学者，法学者等の研究対象
としての位置から脱皮して，経済学者の本格的な研究対象となったことを示す指標が， 1967年
にプレハーノフ名称モスクワ国民経済研究所主催で「社会主義での経済的利害と経済法則の利
用メカニズム」のテーマで開催された理論会議である。乙れを契機として利害に関する研究成
果が多くあらわれ，それが1970年一1971年に〈経済科学〉誌上での「利害論争」をもたらした
のである。このように利害が経済学者の研究対象となるにつれ，物質的関心も欲求一利害一関
心一刺戟一刺戟化の系列のもとで，特に利害及び刺戟との関連のなかで相対的に解明されるよ
うになった。これが第 2 期である。そこで，以下の行論でも，乙れらソ連邦での理論的研究の
経過をもとにして，まず主として「経済改革」以前には「物質的関心」究明の理論的ポイント
がど乙におかれていたかをさぐり，つぎに利害論争をふまえて，関心を刺戟と利害との関連の
なかで、位置づ、ける乙とにしたい。そして，社会主義における物質的刺戟(あるいは道徳的刺戟)
(71 CM. , A.I1. CIIHeIlKo , 乃日明朗 MaTeplla~bHaH 3allHTepeCOBaHHOCTb 11 ゆOpMbI ee npOHB~eHIIH npl COUlla~1I3Me， Hayｭ
KOBa llyMKa, 1974, cTp.9. 
(8) これについては，拙稿「労働活動の刺戟J~産業と経済』第 2 巻第 4 号を参照の乙と。本摘は，「労働活動の
刺戟」で示した「枠組」の展開である。
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について触れ，物質的関心(そして物質的刺戟)を社会主義賃金にかかわらしめて論じる乙と
にする。乙れによって，社会主義における管理手段としての賃金の意義，役割，が解明される
ことになる。
2. 個人的な物質的関心の「社会主義的」意味
2. 1.労働に応じた分配と個人的な物質的関心
2. 1 . 1.マニェヴイチの見解
すでに触れたように，「物質的関心の原則」が社会主義経済の大きな問題として登場してき
たのは1953年 9 月である。 1953年 3 月比スターリンが死亡し，それ以降党及び国家の活動にお
いて，「レーン的規範」ないし「レーニン的原則」を復活させる方針が強力にとられた。そし
て，乙の乙とは国民経済分野にも波及した。特IL.，乙の時期農業の立遅れが痛感され，その結
果立遅れの原因の 1 つとして，「生産をふやすようにコルホーズ員を物質的に奨励するレーニ
ン的原則が犯されたこと」がとりあげられた。このような状況のもとで1953年 9 月に聞かれた
ソ連共産党中央委員会総会で，フルシチョフは農業の状態に批判的な評価をくだし，農業の立
遅れの原因，農業指導の欠陥のーっとして物質的関心の原則の違反を指摘して，「企業及びそ
れぞれの働き手の労働結果に対する物質的関心の原則は，社会主義経済の根本の 1 つである」
と明言するに至った。乙うして，社会主義経済システムにおける個人的な物質的関心原則の全
面的利用がソ連邦で正面に，表舞台にあらわれたのである。そして，多分フルシチョフ発言を
反映してであろうが， 1954年 1 月比〈経済の諸問題〉誌上P:，ぺ・ベロフ(0. BeJIOB) の論文
「レーニンと社会主義で、の物質的関心の原則」が掲載され，社会主義での物質的関心が活発に
論じられていくのである。乙乙では，まず乙の時期にいくつかの論文を発表しているマニェヴ
ィチ (E. MaHeB附)を代表的にとりあげ，彼の主張を物質的関心の社会主義的「解釈」の事例
とレて，その意義を検討してみたい。
なぜマニェヴィチをとりあげたいかといえばその理由は乙うである。物質的関心をめぐる重
要な問題のなかに，社会主義で‘物質的関心をうみだす原因はなにかという問題がある。一般に，
乙の原因として，商品生産，ホズラスチヨット，労働に応じた分配，等々が指摘されている。
乙れらの原因については後の行論で触れる乙とにするが，社会主義での個人的な物質的関心が
問題となる場合，それらは何らかの形で労働に応じた分配とかかわりをもっている乙とは否定
できないであろう。乙の点，マニェヴィチは，労働に応じた分配と物質的関心及ひ'賃金の格差
に言及しており，またそれらの関連づけにも特異な点がみられるので，手がかりとする充分な
(9) I1cTOPHH KDCC, I13)l-BO nOJIHTH可eCKoìí JIHTepaTypbl, 1975, cTp.568. 
(10) 乙の聞の事情に関しては，本原稿，前掲書， 78-81ページ参照。
(1) CM.，凡 HHKHゆOpOB， ~aTepHaJIbHaH 3aHHTepeCOBaHHOCTb npH COUH剖H3Me， {BonpocbI3KOHOMHKH}, 1968, M3, CTp. 113. 
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資料と思われる。
マニェヴィチは， 1959年 1 月 l乙〈経済の諸問題〉誌上に「個人的物質的関心原則とソ連邦で
の賃金の若干の問題J ， 1963年 2 月に〈哲学の諸問題〉誌上に「労働に応じた分配と社会主義
から共産主義への移行期で、の物質的関心原則J ， 1964年 6 月に〈経済の諸問題〉誌上に「現段
階での労働に応じた分配の若干の問題」という論文を執筆している。 1953年に物質的関心原則
がソ連邦で公けに認められ， 1961年には党の第三綱領において物質的関心が社会主義経済運営
のよりど乙ろとして強調されたのであるが， 1963年そして1964年に至っても，哲学及び経済学
文献において個人的な物質的関心はなにか社会主義制度にとっては異分子の，外から押しつけ
られた，資本主義から相続したものとして，あるいは社会的刺戟だけでは社会主義生産発達に
は不充分なために注意を払わねばならない方式として考膚されるという風潮が一般にみ 4弘た。
このようななかで，マニェヴィチは，個人的な物質的関心原則は社会主義経済に内的に固有で
あれ共産主義建設にできるだけ利用せねばならないと主張するのであり，両者の見解はきわ
めて対立している。
そこで，マニェヴィチが物質的関心をどのように理解していたか，特に労働に応じた分配と
の関連をいかに把握していたかを知ることが必要になってくる。そのためには，マニェヴィチ
自身に語らしめる乙とも一つの方法で、もあるので，それを象徴的に示している文章を若干引用
することにする。
1959年の第 1 論文
「マルクス・レーニン主義は教えている。共産主義の第一段階では，生産力発達水準と生産
諸関係の性格が勤労者の労働結果l乙対する個人的な物質的関心の利用，すなわち労働の量と質
に応じた消費対象の分配の必然性をひきおこす，とり (35ページ)
「共産主義への移行に必要な豊富な生産物が達成されず，都市と農村，精神労働と肉体労働
との聞の本質的差異が根絶されず，労働が社会全成員の第一の生活欲求とならない聞は，労働
l乙応じた分配，個人的な物質的関心原則の拒否はマルクス主義の歪曲である叫 (35-36ページ)
一一1963年第 2 論文一一
「イ固人的な物質的関心の原則，同様に労働に応じた分配は，社会主義生産関係l乙内的に固有
である。いかなる社会においても，分配関係は，生産，すなわち生産力発達の達成水準，その
生産諸関係の性格，そして特に社会的分業の性格に規定される叫 (15ページ)
「社会主義のもとでの標準的な生産及び再生産過程は，社会に一様に必要ではあるが社会的
に同一ではない労働タイプが無条件に遂行されることを要求する。このことは，労働に応じた
分配に保障されている労働への個人的な物質的関心を土台として達成される叫 (16ページ) [傍
(12) E. 乃. MaHeBH'l , PacnpelleJIeHHe no Tpy llY H npHHL¥Hn MaTepHaJIbHOH 3aHHTepeCOBaHHOCTH B nepHOll nepeXOll OT 
COL¥HaJIH3Ma K KOMMyHH3Ma, {Bonpocbl 抑JIOCO中1111) ， 1963, M2 , CTp.16. 
(13) TaM lKe. 
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点引用者〕
一一1964年の第 3 論文一一
「しばしば理論的著作において，いまだ労働結果に対する個人的な物質的関心原則の拒否と
いう事実に出合う J (113ページ)
「共産主義の第一段階では生産力の発達水準が不充分であり…社会主義社会の働き手の意識
がまだ成熟していなし 1…などの説明は(たとえ，そこに客観的な真理が含まれていようとも) , 
主要なもの一一一個人的な物質的関心と労働に応じた分配の所与の生産様式への内在性一ーをあ
きらかにしなかった。J (113ページ) [傍点原文〕
「個人的な物質的関心は，社会的分業の性格，すなわち社会主義生産諸関係から客観的に生
じる。J (114ページ)
2. 2. 2. その意義と限界
社会主義においては，労働に応じた分配法則が作用して個人が支出した労働の量と質に応じ
て消費対象が分配されている以上，労働l乙応じた分配が個人的な物質関心と関連をもっている
と考えざるをえない。問題は乙の関連が一体l'かなるものであるかということにしぼられる。
乙れに関しては，一般的には労働に応じた分配が個人的な物質的関心の必然性をもたらすと解
釈されている。マニェヴィチにおいては，以上の引用からもわかるようにその点が若干異なっ
ている。彼は労働に応じた分配と個人的な物質的関心を事実上同一視しているのかの印象を与
える。しかし，マニェヴィチは，第 2 論文で，個人的な物質的関心は労働に応じた分配に保障
されると，その関連を明示している。乙の保障される (oóecne可日BaもC兄)という表現はあいまい
であるが，それだけ仲々意味深く暗示的でもある。
また，マニェヴィチは，彼の論文から推察するに当時個人的な物質的関心が資本主義からう
けついだ，社会主義には異質なものとして考えられていたなかで，個人的な物質的関心を社会
主義に「内的に固有なもの」としてとらえており，乙の主張は，たとえ個人的な物質的関心が
一概には社会主義l乙「内的に固有なもの」として認められないとしても，それの社会主義での
不可避性を指摘した点で高く評価しなければならない。
だが，一万で，マニェヴィチの論はつぎの二点で欠陥を有している。第 1 に，労働l乙応じた
分配と物質的関心の原則j との関連が充分に展開されておらず，不正確なままでおわっている。
第 2 I乙，個人的な物質的関心一般と社会主義的な個人的な物質的関心との区別がなされていな
い。いうまでもなく，第 1 の欠陥と第 2 の欠陥は内的に結びついている。しかも，第 2 の欠陥は，
単にマニェヴィチだけでなく，一般にソ連邦の物質的関心論全体にあてはまる欠陥と考えられる。
社会主義分配法則と物質的関心の原則との関連は，すでに述べたととし一般には物質的関
心が分配関係から導きださdそいる。しかし，この種の見解には，強力なしかも一面では極め
(14) 乙れに対する正反対の見解として，例えば，「個人的な物質的関心…それは，労働に応じた分配の経済法則
発生の客観的基盤である。J ，がある。 (Tpy且， TeXHHKa，ヨKOHOMHKa， MbICJIb, 1970, CTp. 275. ) 
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て正しい批判があびせられている。その批判は，原因と結果がとり違えられているという乙と
で要約できょう。すなわち，労働l乙応じた分配自体が物質的関心の必然性によって説明される
のではなし 1かというのである。乙れは，物質的関心の原因をホズラスチヨットにもとめる論に
もあてはまる批判である。さらには，乙の立場を押し進めていくと，社会主義での物質的関心
の存在原因を，社会主義では労働が第 1 の生活欲求となっておらず，生活手段であることにも
もとめることはできな l'o なぜならば，物質的関心の必然性と本質をあきらかにするまえに，
なぜ社会主義での労働が第 1 の生活欲求になっておらず，物質的に「刺戟」されねばならない
かを解明する乙とが必要になるからである。
この批判は非常に説得力をもっ。生産手段が私的に所有されている資本主義社会では，労働
者は生活していくために自己の労働力を商品として販売しなければならない。そして，労働者
はその労働力を販売する際に，生産過程で支出した労働力の可能な限り完全な補填を望み，そ
の販売のより有利な条件をもとめ，具体的には賃金の大小に心うとかされる。それ故，資本主
義では労働者を労働活動へ鼓舞するに経済的な強制方法をとる乙とが合理的となり，その方法
として賃金が利用され，労働者は自己の労働の提供とその結果としての報酬に関心をもたざる
をえなくなってくる。このような状況は，労働者の意識は生産手段が社会的所有に転化したか
らといってすぐに消失するものではなく，社会主義段階ではある程度避けられないと考えるの
が自然であろう。しかも，乙れに関連するが，労働が第 1 の生活欲求となっておらず，労働の
社会的異種性が依然として存在し，生産力が欲望に応じた分配を可能にするほど高まっていな
い社会主義では，唯一の平等な基準，労働，にもとづいて消費対象を配分する乙とが最高の分
配万式となる。つまり，乙れら社会主義生産関係の特質から労働に応じた分配が必然的となる。
乙のように，労働に応じた分配は，そもそも歴史的にも論理的にも物質的関心の存在を前提に
していると考えねばならない。
しかしながら，それは前提しているにすぎない。労働に応じた分配の前提としての物質的関
心と，社会主義での個人的関心は，その本質と性質を異にしている。社会主義では，生産手段
が社会的所有となり，各働き手に平等な労働だけが人間の社会的地位を決定する唯一の基準と
なる。しかも，社会主義では，「個人的消費資料のほかにはなにものも個人の所有にうつりえ
ぷ'J のであり，その個人的消費資料が唯一の基準である労働の量と質に応じて各働き手に分
配される以上，労働に応じた分配の法則が社会主義での個人的な物質的関心に決定的な影響を
与える。すなわち，社会主義での個人的な物質的関心には，対象となる消費物資量が各人の支
出した労働の量と質に決定され，それ以外によって定められることがないという事実そのもの
によって，社会主義的限界が定められている。乙乙 l乙，社会主義に独特な物資的関心がうまれ
(15) CM., A. 1. CllHeHKo, YKa3. CO可. , CTp. 20-21. 
(16) CM.，凡 HHKHゆOpOB， YKa3. COlf., CTp. 113-114. 
(11) Karl Marx, Kritik des Gother Programs; r ゴータ綱領批判J (国民文庫版)， 44ページ
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るのであり，社会主義で、の個人的な物質的関心の本質がある。
このように個人的な物質的関心一般は，労働lこ応じた分配によって説明されることはできない。
ただし(物質的関心の必然性が乙の分配様式によって説明きれないとしても)社会主義での個
人的な物質的関心は労働に応じた分配の作用を通じて実現される。社会主義に存在しかっ問題
となるのは，この社会主義的な個人的な物質的関心，換言すれば，個人的な物質的関心の社会
主義的形態，なのである。乙の社会主義的な個人的な物質的関心の原因が何であるかはそれ自
体確かに重要な問題で払ろうが，それよりもより重要な乙とは，社会主義での個人的な物質
的関心の経済的本質，性格である。社会主義では，個人的な物質的関心が労働l乙応じた分配に
規定され新しいものとなるのであり，乙のことの方が理論的にも実践的にもはるかに重要であ
る。
だが普通，社会主義で物質的関心を論じる場合に，共産主義への過渡期としての社会主義で
のいわば資本主義からうけついだ物質的関心一般と，共産主義建設で重要な役割を果たす社会
主義的な物質的関心とを区別していないために様々な混乱が生じてきたものと思われる。乙れ
は明確に区別しなければならない。物質的関心一般は共産主義建設下で漸次なくしていかねば
ならないが，社会主義的な個人的な物質的関心は形成・確立されて利用されていかねばならな
い。たしかに生産手段の社会的所有の確立や社会主義生産関係の成立は労働の性格を根本的に
変えたのであるが，長い間労働が強制的であり，労働者の重荷であったという事実の重みは大
きい。このため，社会主義で労働者のなかに，労働者が社会のために同時に自己のために働こ
うという意識を強化するためには，とりあえず彼らにそれを物質的に感得させることが必要と
なってくるのであり，この方向で社会主義的な個人的な物質的関心を育成することが重要な課
題となってくる。
2.3 利害システムのもとでの物質的関心
前節において，社会主義での個人的な物質的関心とは，労働l乙応じた分配法則 I乙規定された，
社会主義l乙独特な新しい特色と内容をもった物質的関心であることをあきらかにした。と乙ろ
で，ソ連邦では1960年代中頃までは，経済学者の間で物質的関心と経済的利害との相異がそれ
ほど明確にされていたわけでななく， {物質的関心〉範轄と〈経済的利害〉範障は事実上同一
視されていた場合もみられた。しかし，利害が積極的に研究され，社会主義の経済法則の作用
メカニズムの解明が経済的利害の本質の究明なしには不可能である乙とが一般に認識されてき
(18) オブロムスカヤ(比 06JIOMCKa51)は，労働の性格の特質を原因として指摘している。 (11. 06JIOMCK叫 MaTep.
HaJIbHa51 3aHHTepeCOBaHHOCTb-3KOHOMH'leCKa51 KaTerOpH5I COUHaJIH3Ma, MbICJIb, 1964, CTp. 9. ) 
(19) 社会主義的な個人的な物質的関心の形成・確立とともに個人的な物質的関心は消失するのであり，乙のこと
を，本稿では，問題としている。
四，) CM., r. 凹ep6aKOB ， φOHllbl 3KOHOMH可eCKoro CTHMyJIHpOBaHH5I 8 COUHaJIHCT附eCKOM 06weCTBe, Mry, 1974, CTp.20. 
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た今日では，そのような事態にとどまることが許されなくなってきた。そのために，利害と関
心の関連を明確にすること，この場合特に関心を利害との関連のもとで，経済的利害の実現メ
カニズムのなかで研究すること，が必要になってきたのである。物質的関心もそのような研究
によってはじめて社会主義経済システムのなかに正しく位置づけられ，社会主義での役割があ
きらかにされることになる。
すでに触れたように，ソ連邦で「利害」が経済学範轄として論じられ，社会主義生産システ
ムのなかに位置づけられはじめたのは経済改革の前後からであった。それまでも利害が経済学
者にとりあげられなかったというわけではないが，一般的にいって，社会主義では生産手段の
私的所有の廃止によって諸利害が自動的に一致しうると考える傾向が支配的であった。それが，
生産手段の私的所有の魔止によって，諸利害，例えば個人的利害と社会的利害，の本質的敵対
は消失するとしても，それは利害調和のはじまりにすぎず，客観的に存在する各種の利害を正
しく認識し制御しなければその調和という問題は解決されないということが広く認識されるに
つれ，利害が研究の対象としてにわかにクローズ・アップされてきたのである。
いまではよく知られているように，社会主義企業の独自の行動の分析から社会主義での利害
の対立が認識され，乙のきわめて現実的な問題の解決を 1 つの背景として (1965年以降)経済
改革が推進されてきた。そして，それにともない理論的にも「ある与えられた社会の経済的関
係は，まず利害としてあらわれる」というエンゲルスの命題が脚光をあびだした。社会主義社
会の発達も利害の調和を経て，各利害の実現を通して推進される乙とが更めて問題となり，そ
れをヨリ究明するために，エンゲ、ルスの命題の解釈をめぐって経済学者が利害の研究に参加し
はじめたのであり，その結果の l つのあらわれが1970-71年の〈経済学科〉誌上での「利害論
争」である。ただし本稿では，乙の論争lこ直接fこちいることを避け，「経済的利害の深い分析
は 勤労者の労働刺戟化と物質的関心メカニズムの研究を可能とすよJ との認識から，そこで
の論争をふまえでかかれた文献を手がかりとして，物質的関心が経済的利害実現メカニズムに
あってどのような役割を果たしているのか，その内容はし、かなるものなのかを物質的関心と刺
戟との関連を明確にすることによってあきらかにしたい。
ウクライナ科学アカデミー経済研究所に所属するア・シニェンコ (A.1. C1meKo) は，利害論
争での成果をふまえつつ， {経済的利害〉範障を生産諸関係の発現形態として規定し，それは
個々の人々，集団，階級及び社会の経済的欲望充足の客観的に条件づけられた必然性をあらわ
している，ととらえている。このように，彼は利害を客観的な範轄として把握しているが，乙
れはシニェンコに限った乙とではなく，利害を客観的な性格をもったものとして把握すること
(21 I 利'汗の考慮は・・…社会主義経済法見IJ，経済管理の客観的条件と原則，のすみやかな利用の不可欠な条件で
ある叶 (HaYlJHble OCHOBbI ynpaBJIeHI151 COUI1aJII1CTI1lJeCKOH 3KOHOMI1KOH, MbICJIb, 1973, CTp. 46. ) 
問) これらについては，岡松有「社会主義経済論の新展開~，新評論， 1975年， 144~147ページ参照。
(231 エンゲルス「陀宅問題J Cマル・エン全集， 18巻(大月版)， 272ページ。〕
(241 YlHTepecbI B CI1CTeMe 3KOHOMI1lJeCKI1X OTHO山eHI1I1 COUI1aJII13Ma, HayKoBa ,lI.yMKa, 1974, CTp.3. 
(251 A. CI1HeHKO, YKa3. CO可.， CTp.14. 
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は利害論争の 1 つの成果でもある。そして，シニェンコによれば，乙の経済的利害ないし物質
的利害の客観的性格が，その具体的な発現形態一一労働への物質的関心一一の客観性を条件づ
けるのであり，物質的関心の形態には，社会発達の各段階における生産の消費水準，分配と交
換の関係の特殊性があらdLる。従って，社会主義のもとでも，物質的関心の形態にはその社
会の特殊性があらわれるのであり，この社会は，各人の生活水準を彼が社会に与えた労働の量
と質に依存させ，物質的関心を働き手の財産向上の基本的な唯一の源泉としての労働に結びつ
けて，そのととによって(前節にてあきらかにしたように)社会主義的な個人的な物質的関心
を確立する乙とができるのである。
問題は，シニェンコが物質的関心を経済的利害の具体的な発現形態としてとらえたことにあ
る。もっとも，乙のような考えは彼一人ではなく，モスクワ大学のシチェルパコフ (r. c.凹e
pBaKOB) も，「物質的関心は物質的利害の発現形態で、ある。…物質的利害は，現象の表面におい
て物質的関心の形態としてあらdLる」と述べている。たしかに，乙のように関心を利害の発
現形態としてとらえる乙とができるであろう。しかし，問題となるのは，それがどのように発
現するかであり，そのととは様々な解釈が可能である。乙れに関して「利害論争」をみると，
関心とは自覚された経済的利害であるとの見解がかなりの支持を獲得している。例えば，ゲル
シュタイン (φ. repWTeflH)は，「物質的利害と物質的関心の違いは，関心が自覚された利害で
あるという点にある。客観的な物質的利害…の人々の意識への反映が，それを充足しようとい
う人々の物質的関心のなかにあらdLる」と論じ，エリョーミン (A.E附聞)は，「もし，経
済的諸関係の発現形態としての利害が客観的なものであるとするならば，関心一一乙れは，い
わば〈ひきお乙された) (HaBeueHHbIH) 利害であり，それ自体としては主観的である」と主張し
ている。
彼らの見解にあっては，利害が社会的利害かあるいは個人的利害かどうか区別されておらず，
そのため自覚された利害としての関心が個人的関心を指しているかどうかがもう一つはっきり
しない結果となっているが，労働結果への物質的関心が形成される過程において主観的要因
(意識的理解，自覚)の果たす役割ーーただし，エリョーミンは主観的要因の役割をかなり誇
張しているが一ーを指摘した点で，乙れらの見解はいずれも利害，従って，物質的関心の一面
をするどくとらえており有益である。物質的関心は利害が自覚されねばうまれない。個人的利
害が人々の意識で自覚という形態をとることによって，人々のなかに自己の労働結果への個人
的な物質的関心をうみだすのである。
(26) TaM >Ke, crp. 14. 
(21) r. IUep6aKoB, YKa3, CO可.， cTJ).30. 
(28) φ. repUlTeMH, I1HTepecbI, 3aMHTepecoBaMHocTb, cTMMyJIMpOBaMMe, (<3KoHOMM'IeCKMe HayKM内 1970， Mll , CTp. 94-
95. 
間 A. EpeMMH, 3KOHOMl何eCKMÎÍ MHTモpec KaK np06JIeMa nOJIMT9KOHOMMM COUMaJIM3Ma, (<3KoHOMM'IeCKMe HayKM>>, 1970, 
N..05, CTJ). 20. 
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かくして，個人的な経済的利害は自覚されそれによって労働結果への物質的関心が生まれる。
だが，それは，我々の整理によれば，いまだ労働への人間の内的な衝動(=刺戟)ではなく，
シニェンコの表現を借りれば，「人間の内的な推進動機の基礎」旧与ある。物質的関心の存在と
それが労働への刺戟(物質的刺戟)へと転化する乙と，は別の事柄である。乙乙 Ir.，乙のメカ
ニズムをヨリ明確にするために刺戟そして「刺戟」という範障が必要となる。
シニェンコによれば，刺戟とは客観的に存在する物質的利害の人間の意識での反映形態であ
り，換言すれば，利害が人間の意識に正しくあるいは歪曲されてあらわれているか，を示す，
特別な領域である。乙れは，本稿の文脈のなかで翻訳すれば，自覚された利害(=関心)が所
与の個人の利害の意識への正しい反映である場合 Ir.，その関心は刺戟となり，その人聞を労働
へと向かわしめる衝動へと転化した乙とになる，ということを意味している。
そして，この個人的関心が刺戟へと転化するために，例えば，賃金という「刺戟」が必要と
なるのだ。一般的に云えば，「刺戟」とは人々を鼓舞しである方向へ(労働活動へ)ヲ|き入れ
ることを目的としているが，乙乙では賃金の大小が「刺戟」として作用し労働者に影響を与え
るのであり，賃金自体は決して刺戟ではない。それは「刺戟」として利用され， (客観的に存
在する経済的利害を反映した) r刺戟」として作用するにすぎない。もし，「刺戟」が実際の
利害を正しくあらわしていないならば，働き手の労働結果への個人的関心に影響を与えること
はできない。従って，個人的関心は刺戟へと転化しない乙とになる。それ故，個人的な物質的
関心を然るべく保障し刺戟を生みだすように賃金が組織されねばならない。このように賃金を
組織する乙と，すなわち賃金システムが，刺戟化あるいは奨励といわれるものである。
こ乙で思いだすのは，社会主義での個人的な物質的関心が労働に応じた分配法則に規定され
ているということである。つまり，社会主義では乙の法則が貫徹している限り，労働者は働け
ば働くほど報われる乙とを確実に知ることができる。また，乙の分配の基本的形態が賃金であ
ることからして，労働者は自己の利害を自覚しそれをストレートに自分の賃金に結びつける客
観的基盤をもっている。それ故，社会主義での個人的な物質的関心は客観的な性格をもっ乙と
になる。この乙とは，自覚された利害が社会主義賃金によって刺戟という具体的な形態をとる
こと，従って，現実の経済システムで経済活動原則として具体的に利用されること，を意味してい
る。乙の意味で，生産諸関係のあらわれである経済的利害は，それが物質的関心という現象形
態をとりそして賃金形態を媒介としなければ，すなわち，刺戟へと転化しなければ，実現され
ないのであり，従って社会主義経済のもとで社会発達の推進力となることがで、きなし句
。0) A. CHHeHKO, YKa3. CO可.， CTp. 14. 
。1) r刺戟とは利害が人間の意識に正しくあるいは歪曲されてあらわれているかを示す特別な領域であるω(A.
CHHeHKO, YKa3. CO可.， CTp. 18. ) 
倒 r~刺激』とは...・ H・..人聞に影響を与え…労働積極性を引きおこす推進力であるω(~ ~は引用者) (TpYll, 
TeXHHKa，ヨKOHOMHKa， CTP, 173.) 
(33) 経済的利害は…社会発達の推進力であるω(日OJIHT9KOHOM附eCKH~ CJIOBapb, CTP. 354. ) 
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宮坂純一
(社会主義社会の利害を自覚・認識した結果である)個人的関心は， (利害を正しく反映した)
賃金という「刺戟」によって，物質的刺戟へと転化する。
(続)
(本稿の前半部分，すなわち，本号掲載分，は，筆者がすで lに乙発表した論稿「社会主義のもと
で
正したものでで、あるが，その性格上，重複している部分をいくつか残している。)
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